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給付金回収の防止について
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給付金回収の防止について
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○育児休業給付金および高年齢雇用継続給付金の回収が多発しています。

○今年度多かった回収事案
（１）育児休業給付金

・職場復帰しているにも関わらず、休業中として支給申請していた
・保育園の入園保留により育児休業を延⾧しているにもかかわらず、延⾧の申請をしていなかった
ため支給終了となった

・育児休業中に離職したが、離職日が含まれる支給単位期間も支給申請していた

（２）高年齢雇用継続給付金
・数ヶ月分まとめて支給される通勤手当を各月に振り分けていなかった
・月の途中で離職しているにもかかわらず、離職日が含まれる月の支給申請していた



令和７年４月改正 育児休業給付について
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令和７年４月から育児休業給付金の支給対象期間延⾧の手続きが変わります
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○ これまでの育児休業延⾧の確認に加え、保育所等の利用申し込みが、速やかな職場復帰のために行われたものであると認
められることが必要となります。

改正のポイント

●育児休業給付金支給対象期間延⾧事由認定申告書
●市区町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申込書の写し
✔電子申請した場合も必要。市区町村に申し込んだものと同じであれば、受付印は
不要。
✔申込書はすべてのページを提出してください。

●市区町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通知（入所保留通
知書、入所不承諾通知書など）
✔発行年月日が子の１歳に達する日の翌日の２か月前の日以後になっていることが必要
です（ただし、４月入所の場合は３か月前でも可）。

必要な書類
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令和７年４月から育児休業給付金の支給対象期間延⾧の手続きが変わります
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１．あらかじめ市区町村に対して保育利用の申し込みを行っていること
✔入所申込年月日が子が１歳に達する日※までの日付になっていること。
✔単に申し込みを失念していた、期限内に申し込みを行わなかった場合は、延⾧は認められません。
✔子の病気や障害などにより、市区町村が入所申し込みを受け付けない場合は、申告書の理由欄にその旨を記載した上で、
医師の診断書や障害者手帳、特別児童扶養手当証書等を添付してください。

２．速やかな職場復帰のために保育所等における保育の利用を希望しているものであると公共職業安定所⾧が認めること
①子が１歳に達する日※の翌日以前の日を入所希望日として入所申し込みをしていること。
②申し込んだ保育所等が、合理的なく自宅から通所に片道３０分以上要する施設のみとなっていないこと。
＜合理的な理由＞
a.申し込んだ保育所等が、本人または配偶者の通勤経路の途中にある場合（本人または配偶者の勤務先からの片道の通所時間が３０分未満の
場合を含みます）

b.自宅から３０分未満で通うことができる保育所等がない場合
c.自宅から３０分未満で通うことができる保育所等の全てについて、その開所時間または開所日（曜日）では職場復帰後の勤務時間または勤
務日（曜日）に対応できない場合

d.子が疾病や障害などにより特別な配慮が必要であり、３０分未満で通える保育所等は全て申し込み不可となっている場合（医師の診断書、
障害者手帳等の写しが必要です）

e.きょうだいが在籍している保育所等と同じ保育所等の利用を希望する場合、３０分未満で通える保育所等のいずれも過去３年以内に児童へ
の虐待等について都道府県または市区町村から行政指導を受けていた場合

③市区町村に対する保育利用の申し込みに当たり、入所保留となることを希望する旨の意思表示をしていないこと。

３．子が１歳に達する日の翌日時点で保育所等の利用ができる見込みがないこと
✔子が１歳に達する日※の翌日時点で保育が実施されていないことを確認するため、発行年月日が子が１歳に達する日※の
翌日２か月前になっている市区町村の通知書を添付してください（４月入所申し込みの場合は３か月前でも可）。

✔やむを得ない理由なく内定辞退を行っている場合はこの要件を満たしません。

支給対象期間延長要件
※１歳に達する日とは１歳の誕生日の前日※１歳６か月に達する日以後の延⾧の場合は１歳６か月に達する日に読み替える

①～③のすべてを満たす必要があります。



改正に伴う給付体系の変更
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改正後現行

育児休業給付

育児休業給付金

出生時育児休業給付金

育児休業等給付

出生後休業支援給付金

出生後休業支援給付

育児時短就業給付金

育児時短就業給付

育児休業給付

育児休業給付金

出生時育児休業給付金

失業等給付失業等給付



育児休業給付 全体イメージ

7

出生時育児休
業給付金

１歳
2か月

1歳
6か月８週 ２歳１歳出産 16週

出生後休業支援給付金

保育所等に入れない等の事情がある場合の
支給対象期間の延⾧

育児休業給付金

パパ・ママ育
休プラス

各給付金の対象範囲

育児時短就業給付金



出生後休業支援給付（概要）

○ 育児休業を取得した場合、休業開始から通算180日までは賃金の67％（手取りで８割相当）、180日経過後は50％が支給。
○ 若者世代が、希望どおり、結婚、妊娠・出産、子育てを選択できるようにしていくため、夫婦ともに働き、育児を行う
「共働き・共育て」を推進する必要があり、特に男性の育児休業取得の更なる促進が求められる。

現状・課題

○ 子の出生直後の一定期間以内（男性は子の出生後８週間以内、女性は産後休業後８週間以内）に、被保険者とその配偶者
の両方が14日以上の育児休業を取得する場合に、最大28日間、休業開始前賃金の13％相当額を給付し、育児休業給付とあ
わせて給付率80％（手取りで10割相当）へと引き上げることとする。
※ 配偶者が無業者の場合や、ひとり親家庭の場合などには、配偶者の育児休業の取得を求めずに給付率を引き上げる。

＜施行期日＞2025（令和７）年４月

見直し内容

給付率2/３
（出産手当金※)

給付率５０％
（育児休業給付金）

出産 育児休業開始 １歳
180日８週間

１歳２月

母

父
給付率６７％

（育児休業給付金）
給付率５０％
（育児休業給付金）

育児休業開始

給付率６７％
（育児休業給付金）

152日（180日－28日）

給付率
６７％

28日

○出生後休業支援給付のイメージ

28日

１３％

１３％

給付率 80％
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出生後休業支援給付（支給要件など）

【１】名称 出生後休業支援給付金 （雇用保険法第61条の10）

【２】支給要件

（１）同一の子について、育児休業給付金が支給される育児休業を対象期間（※１）に通算して１４日以上（※２）取得した
被保険者であること。【被保険者の出生後休業要件】

（２）被保険者の配偶者が、「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日または出産予定日のうち遅い
日から起算して８週間を経過する日の翌日」までの期間に１４日以上の育児休業をしたこと。【被保険者の配偶者の出生後休業

要件】

または、子の出生日の翌日において「配偶者の育児休業を要件としない場合」に該当していること。【被保険者の配偶者の出

生後休業例外要件】

※１ 被保険者が産後休業をしていない場合（被保険者が父親または子が養子の場合）は「子の出生日または出産予定
日かのうち早い日」から「子の出生日または出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日」まで
の期間。
被保険者が産後休業をした場合（被保険者が母親、かつ、子が養子でない場合）は、「子の出生日または出産予定日
かのうち早い日」から「子の出生日または出産予定日のうち遅い日から起算して１６週間を経過する日の翌日」までの
期間。【対象期間】

※２ 通算して14日以上であれば、出生後休業を複数回に分割して取得した場合も要件を満たすものとする。

【３】給付額

○対象期間（子の出生後８週間以内（産休取得の場合は子の出生後16週間以内））における出生後休業をした日数（最大
28日間）について、休業開始時賃金日額の13％に相当する額を支給。

※支給対象期間内に事業主から賃金が支払われた場合であっても、出生後休業支援給付金の減額調整は行わない。
※就労状況・賃金支払状況により育児休業給付金等が不支給となった場合、出生後休業支援給付金のみの支給は行わない。

【４】財源 ○子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援金」

【５】申請方法

○事業主経由を原則とし、育児休業給付金又は出生時育児休業給付金の申請と兼ねることを原則とする。
○申請期間は、育児休業給付金及び出生時育児休業給付金と同様とする。

※ただし、被保険者本人が配偶者に関する関係書類を事業主経由で提出することを望まない場合や、出生後支援給付金の支給要件を
満たすのが出生時育児休業給付金又は育児休業給付金の支給後となる場合は、被保険者本人又は事業主が出生後休業支援給付金
の支給申請を単独で行う場合がある。
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出生時休業支援給付（配偶者の育児休業取得状況を確認できる書類）
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○被保険者の配偶者が「子の出生日または出産予定日のうち早い日」から「子の出生日または出産予定日のう
ち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間に１４日以上の育児休業をした場合は、配偶者の
育児休業取得状況が確認できる書類を提出してください。

配偶者が雇用保険被保険者である場合

・世帯全員について記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認で
きるもの

※支給申請書の「配偶者の被保険者番号」欄に記載してください。

配偶者が公務員（雇用保険被保険者である場合を
除く。）の場合

①世帯全員について記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認
できるもの
及び
②育児休業の承認を行った任命権者からの通知書の写し、または、育児休業の給付金の
支給決定通知書の写し等、配偶者の育児休業の取得期間が確認できるもの

※支給申請書の「配偶者の育児休業開始年月日」欄を記載してください。

配偶者が雇用保険被保険者の場合は、ハローワークで配偶者の給付金が支給決定されていることを確認しますので、

配偶者の出生時育児休業給付金または育児休業給付金が支給された後に申請してください。

配偶者の支給決定が確認できる前であった場合は、出生時休業支援給付金は不支給としますので、

配偶者の給付金の支給決定後に、単独で出生後休業支援給付金の支給申請をしてください。

申請時の注意点



出生後休業支援給付 （被保険者の配偶者の出生後休業例外要件と確認書類①）
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○ 子の出生の日の翌日における配偶者の状態が、下記に当てはまり、配偶者が１４日以上の育児休業をする余地がない場合は、支給申請書の３１

欄に該当する番号を記載して、確認書類を添えて提出してください。※ ①～⑧のいずれにも該当しない者が、「子の出生の日の翌日」の翌日以後に①～ ⑫の
いずれかに該当し、配偶者が14日以上の育児休業をする余地がなくなった場合は、以下の書類に加え、疎明書を添付してください。

対象期間における配偶者の状態
番
号

確認書類等

① 配偶者がいない（ひとり親） １

①戸籍謄（抄）本及び世帯全員の住民票の写し
または

②遺族基礎年金の国民年金証書、児童扶養手当の受給を証明する書類、母子福祉資金貸付
金の貸付決定通知書、 母子家庭の母等に対する手当や助成制度等を受給していることが確認
できる書類 等のいずれか

② 配偶者が行方不明 １

①世帯全員の記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認できるもの
及び

②配偶者の勤務先において無断欠勤が３か月以上続いていることについての配偶者の事業主
が証明したもの または 罹災証明書

③ 配偶者が被保険者の子と法律上の親子間
関係がない

２
戸籍謄（抄）本（住民票において、対象の子の続柄が「夫の子」「妻の子」となっている場合は住
民票の写しでも可）

④ 配偶者から暴力を受け、別居中 ３
裁判所が発行する配偶者暴力防止法第10条に基づく保護命令に係る書類の写し、女性相談支
援センター等が発行する配偶者からの暴力の被害者保護に関する証明書（雇用保険用）のいず
れか

⑤ 配偶者が無業者 ４

①世帯全員の記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認できるもの
及び

②配偶者の課税証明書（収入なしであることの確認のため）
※課税証明書に給与収入金額が記載されている場合は、退職証明書の写し等、子の出生日の
翌日時点で退職していることがわかる書類も必要です。
※配偶者が失業給付を受給中であれば、配偶者の直近の課税証明書に代えて受給資格者証
の写しを添付書類とすることができます。

⑥ 配偶者が自営業者やフリーランスなど雇用
される労働者でない

５

①世帯全員の記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認できるもの
及び

②配偶者の直近の課税証明書（所得の内訳に事業所得に金額が計上されており、給与収入金
額が計上されていないことを確認するため）
※課税証明書に給与収入金額が記載されている場合は、退職証明書の写しや役員・公務員の
身分を証明するものも必要です。

⑦ 配偶者が産後休業中 ６
母子健康手帳（出生届出済証明のページ）、医師の診断書（分娩予定日証明）、出産一時金等
の受給決定通知書のいずれか

※下記表の番号とは、支給申請書の「配偶者の状態」欄に記載する数字です。 ※住民票の写しは続柄が記載されたものとしてください。



出生後休業支援給付 （被保険者の配偶者の出生後休業例外要件と確認書類②）
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対象期間における配偶者の状態
番
号

確認書類等

⑧ ①～⑦以外の理由で配偶者が育児休業を
することができない

７
①世帯全員の記載された住民票の写し等、支給対象者の配偶者であることを確認できるもの

及び
②配偶者が育児休業をすることができないことの申告書及び申告書に記載された必要書類

・日々雇用される者であるため

・出生時育児休業の申出をすることができない有期雇用労

働者であるため

・労使協定に基づき事業主から育児休業の申出又は出生時

育児休業の申出を拒まれたため

・公務員であって育児休業の請求に対して任命権者から育

児休業が承認されなかったため

・雇用保険被保険者ではないため、育児休業給付を受給す

ることができない（共済組合員である公務員の場合は該当し

ない）

・短期雇用特例被保険者であるため、育児休業給付金を受

給することができない

・雇用保険被保険者であった期間が１年未満のため、育児

休業給付を受給することができない

・雇用保険被保険者であった期間は１年以上あるが、賃金支

払いの基礎となる日数や労働時間が不足するため、育児休

業給付を受給することができない



出生後休業支援給付（様式・初回申請時に申請する場合）
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① ②

③

① 「配偶者の被保険者番号」欄

被保険者の配偶者が雇用保険被保険者であっ
て出生後休業をした場合に、記入してください。

② 「配偶者の育児休業開始年月日」欄

被保険者の配偶者が、公務員（雇用保険被保
険者である場合を除く。）であって出生後休業
をした場合に、記入してください。

③ 「配偶者の状態」欄

被保険者の配偶者が、被保険者の配偶者の出
生後休業例外要件に該当する場合に、記入して
ください。

①～③（２８欄、２９欄、３１欄）のいずれかに
記載してください。（複数記載は不可）



出生後休業支援給付（様式・初回申請時に申請する場合）
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① ② ③

① 「配偶者の被保険者番号」欄

被保険者の配偶者が雇用保険被保険者であっ
て出生後休業をした場合に、記入してください。

② 「配偶者の育児休業開始年月日」欄

被保険者の配偶者が、公務員（雇用保険被保
険者である場合を除く。）であって出生後休業
をした場合に、記入してください。

③ 「配偶者の状態」欄

被保険者の配偶者が、被保険者の配偶者の出
生後休業例外要件に該当する場合に、記入して
ください。

①～③（２０欄、２１欄、２２欄）のいずれかに
記載してください。（複数記載は不可）



出生後休業支援給付（様式・単独で申請する場合）
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① ②

③

① 「配偶者の被保険者番号」欄

被保険者の配偶者が雇用保険被保険者であっ
て出生後休業をした場合に、記入してください。

② 「配偶者の育児休業開始年月日」欄

被保険者の配偶者が、公務員（雇用保険被保
険者である場合を除く。）であって出生後休業
をした場合に、記入してください。

③ 「配偶者の状態」欄

被保険者の配偶者が、被保険者の配偶者の出
生後休業例外要件に該当する場合に、記入して
ください。

①～③（１０欄、１１欄、１２欄）のいずれかに
記載してください。（複数記載は不可）



出生後休業支援給付（経過措置）
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 施行日前から引き続き育児休業をしている被保険者については、施行日（令和７年４月１日）から出生後休業が開始さ
れるものとして取り扱う。

 被保険者の出生後休業要件については、施行日以後の期間において、出生後休業の日数が14日あれば良い。
 被保険者の配偶者の出生後休業要件については、施行日前の期間においてなされた育児休業であっても、子の出生後８
週間の期間内に14日以上育児休業が取得されていれば良い。

 被保険者の配偶者の出生後休業例外要件については、施行日を考慮せず、子の出生日の翌日時点の状態で該当していれ
ば良い。

配偶者（母親）

被保険者（父親）

産後休業（８週間）

育児休業 出生後育休（１４日以上）

子の出生日

子の出生日から起

算して８週間経過

する日の翌日施行日

この日数を支給

出生日の翌日

育児休業 出生後休業（１４日以上）

配偶者（父親）

被保険者（母親）

育児休業（１４日以上取得）

産後休業（８週間）

この日数を支給

子の出生日 施行日

子の出生日から起

算して８週間経過

する日の翌日

子の出生日から起算

して１６週間経過す

る日の翌日

＜例１＞ ＜例２＞

＜例３＞



育児時短就業給付（概要）

○ 現状では、育児のための短時間勤務制度を選択し、賃金が低下した労働者に対して給付する制度はない。
○ 「共働き・共育て」の推進や、子の出生・育児休業後の労働者の育児とキャリア形成の両立支援の観点から、柔軟
な働き方として、時短勤務制度を選択できるようにすることが求められる。

現状・課題

○ 被保険者が、２歳未満の子を養育するために、時短勤務をしている場合の新たな給付として、育児時短就業給付を
創設。

○ 給付率については、休業よりも時短勤務を、時短勤務よりも従前の所定労働時間で勤務することを推進する観点か
ら、時短勤務中に支払われた賃金額の10％とする。

＜施行期日＞2025（令和７）年４月１日

見直し内容

時短後の賃金と給付
額の合計が時短前の
賃金を超えないよう
に給付率を調整

時短勤務前の賃金に対する比率

賃
金
＋
給
付
額

100％

100％

W:賃金

給付（賃金×10％）

○育児時短就業給付の給付イメージ

90％
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育児時短就業給付（支給要件など）

【１】名称 育児時短就業給付金

【２】受給資格
（１）被保険者（注１）が、２歳未満の子を養育するため、１週間あたりの所定労働時間を短縮（注２）して就業を行うこと。
（２）育児時短就業の開始日前２年間に「みなし被保険者期間」が12ヶ月以上あること、又は、育児休業給付に係る育児休業終了後、

引き続き（注３）育児時短就業を開始したこと。

【３】支給対象
期間

育児時短就業を開始した日の属する月から、育児時短就業を終了した日の属する月まで。
ただし、育児時短就業を終了した日の属する月に、他の子に係る育児時短就業を開始した日が属する場合は、当該月は、他の子

に係る育児時短就業給付の支給対象期間と取り扱う。

【４】支給単位 支給対象期間の暦月単位での支給とする。

【５】各月の
支給要件

（１）月の初日から末日まで引き続いて被保険者であること。
（２）当該月に支払われた賃金が支給限度額（注４）未満であること。
（３）月の初日から末日まで引き続いて育児休業給付又は介護休業給付の支給を受けていないこと。
（４）当該月について、高年齢雇用継続給付の支給を受けていないこと。

【６】各月の
支給額

① 原則、当該月に支払われた賃金額の10％。
② 当該月に支払われた賃金額が従前の賃金（注５）の90％超～100％未満の場合、逓減した給付率を乗じた額。
③ 当該月に支払われた賃金額＋上記①、②によって算出された支給額が支給限度額（注４）を超える場合、超えた部分を減じた
額。

④ 当該月に支払われた賃金額が従前の賃金（注５）の100％以上の場合は、支給しない。
⑤ 上記①～③によって算出された支給額が最低限度額（注６）以下の場合は、支給しない。

【７】財源 子ども・子育て支援法に基づく「子ども・子育て支援金」を財源とする。
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注１：短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。
注２：１週間あたりの所定労働日数を変更した結果、１週間あたりの所定労働時間が短縮される場合を含む。
注３：育児休業期間と育児時短就業期間が連続する場合のほか、育児休業終了日の翌日（復職日）と育児時短就業開始日の前日までの期間が14日以内の
場合をいう。
注４：賃金構造基本統計調査に基づいて設定し、毎月勤労統計調査に基づいて毎年８月１日に改定。高年齢雇用継続給付における支給限度額とは金額が
異なる。
注５：育児時短就業開始時賃金日額（育児休業に引き続き育児時短就業を行う場合は育児休業開始時賃金日額）×30日の額。賃金日額の上限額・下限額
は育児休業給付と同じ。
注６：毎年８月１日に改定。高年齢雇用継続給付における支給限度額と同じ。



育児時短就業給付（支給を受けることができる期間）
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＜支給開始＞

育児時短就業を開始した日の属する月から

＜支給終了＞

①育児時短就業を終了した日の属する月まで

②育児時短就業に係る子が２歳に達する日の前日が属する月まで

「子が２歳に達する日」とは、２歳の誕生日の前日のこと

③育児時短就業に係る子とは別の子を養育するために、育児時短就業を開始した日の前月末日が属する月まで

④子の死亡その他の理由により、子を養育しないこととなった日が属する月まで

その他の事由:・子の離縁または養子縁組の解消（養子の場合）

・子が養子になったこと等の事情により当該子と同居しなくなったこと

・特別養子縁組の成立の審判が確立することなく終了したこと、または、養子縁組里親である被保険者への委託の措

置が解除されたこと

・被保険者の疾病・負傷、または身体上・精神上の障害により、子が２差に達するまでの間、子を養育することがで

きない状態になったこと



育児時短就業給付（支給申請手続きの流れ）
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○ 育児時短就業給付金は、育児時短就業を開始した日の属する月から育児時短就業を終了した日の属する月までの各月を「支給対象
月」とし、各支給対象月における週所定労働時間や支払われた賃金額に基づいて、支給の可否や支給額を判断する。

○ 原則として、２か月毎にまとめて支給申請することとしているが、１か月毎に支給申請を行うことも可能である。
○ 原則として、事業主から支給申請を行うこととしているが、やむを得ない場合は、本人が直接支給申請を行うことも可能である。

＜支給申請手続きの流れ＞

育児時短就業開始日

支給対象月① 支給対象月② 支給対象月③ 支給対象月④ 支給対象月N-１ 支給対象月N

①受給資格の確認
期限:初回の支給申請まで
提出:育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金支

給申請書、雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書、
添付資料（母子手帳、賃金台帳、タイムカード、労働条件通知書
等）

②初回の支給申請
期限:最初の支給対象月の初日から起算して

４か月以内
提出:育児時短就業給付受給資格確認票・

（初回）育児時短就業給付金支給申請書、
又は、初回育児時短就業給付金支給申請
書＋添付資料（労働条件通知書、賃金台
帳等）

育児休業

育児休業終了日

＜Point＞
 ①、②をまとめて手続きす
ることも可能

 育児休業終了日の翌日（復
職日）と育児時短就業開始
日の前日までの期間が14日
以内の場合、①の手続きの
うち、賃金証明書は不要

④２回目以降の支給申請
期限:支給対象月の初日から起算して４か月

以内
提出:育児時短就業給付金支給申請書＋添付

資料（賃金台帳等）

育児時短就業

＜Point＞
 高年齢雇用継続給付の申請
月（奇数月・偶数月）に併
せて申請してもよい

 育児時短就業の所定労働時
間が変更になった場合は都
度労働条件通知書等の提出
も必要



育児時短就業給付（提出書類、添付書類）
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提出書類

①雇用保険被保険者所定労働時間短縮開始時賃金証明書
※育児休業終了日の翌日（復帰日）と育児時短就業開始日の前日までの期間が14日以内の場合は不要

②育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付支給申請書

添付書類

①育児の事実及び育児時短就業に係る子の出生日を確認できる書類
・母子手帳（出生届出済証明のページ）、住民票、戸籍謄本など
（同一の子について育児休業給付を受けていた場合は不要）

②育児時短就業を開始した日がわかる書類
・育児短時間勤務取扱通知書、育児短時間勤務申出書、労働条件通知書、出勤簿、タイムカードなど

③本来の週所定労働時間を確認できる書類
・就業規則、労働条件通知書、出勤簿、タイムカードなど

④振込先のわかる通帳かキャッシュカードの写し
（育児休業給付金の振込先と変更がない場合、受給資格確認票に印字している場合は不要）

（支給申請もする場合）
下記の＜支給申請時＞の添付書類

＜受給資格確認時＞

＜支給申請時＞

提出書類 ①育児時短就業給付金支給申請書

添付書類

①支給対象月に支給された賃金額がわかる賃金台帳または給与明細書

②短縮後の週所定労働時間がわかる書類
・育児短時間勤務取扱通知書、育児短時間勤務申出書、労働条件通知書、出勤簿、タイムカードなど
※従前の支給対象月から週所定労働時間の変更がない場合は不要。ただし、シフト制勤務の場合は毎回必要



育児時短就業給付（様式）

【雇用保険被保険者 所定労働時間短縮開始時賃金証明書】
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⇒ 現在の「雇用保険被保険者 休業開始時賃金月証明書／所定労働時間短縮開始時賃金証明書」を使用してください

【育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金支給申請書】

① ②

① 「本来の週所定労働時間」欄

育児時短就業を行わない場合に週所定労働時
間を記載してください。

② 「育児休業に引き続く時短就業」欄

該当する場合に「１」を記載してください。
このとき、賃金証明書の提出は不要です。

※「引き続く」＝育児休業終了日の翌日（復職日）
から起算して育児時短就業開始日の前日までの期間
が１４日以内の場合のこと。

③ ③ 「週所定労働時間」欄

支給対象月における短縮後の週所定労働時間
を記入してください。シフト制で就労している
方については、支給対象月における実際の労働
時間の週平均を記入してください。

※週平均＝月実労働時間÷当該期間の週数

週数＝当該期間の暦日数÷７



育児短時間就業給付（経過措置）
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 施行日前に育児短時間就業に相当する就業を開始した被保険者であって、施行日に当該就業をしているものについては、
施行日（令和７年４月１日）を育児短時間就業を開始した日とみなす。

＜例１＞ ＜例２＞

＜例３＞

育児時短 勤務
通常勤務

時短開始日
施行日

（Ｒ７年４月１日）

施行日（育児時短就業開始日）から遡って、

みなし被保険者期間・賃金日額を確認・算定

育児 時短勤務
通常勤務 育児休業

施行日

（Ｒ７年４月１日）

復職・時短開始日

（Ｒ７年３月17日以前）

施行日（育児時短就業開始日）から遡って、

みなし被保険者期間・賃金日額を確認・算定
（＝育児休業終了日の翌日から育児時短就業の開始

日の前日までの期間が１４日を超えているため）

育児 時短勤務
通常勤務 育児休業

施行日

（Ｒ７年４月１日）

復職・時短開始日

（Ｒ７年３月18日以降）

みなし被保険者期間・賃金日額の算定・確認は要さず、

育児休業給付に係る賃金日額を休業開始時賃金日額とす
る（＝育児休業終了日の翌日から育児時短就業の開始日

の前日までの期間が１４日以内のため）



育児休業給付 その他の変更点
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・育児休業の分割取得の回数制限除外になる事由の追加 ※令和７年４月１日から追加

育児休業中に出向（出向解除を含む）となった被保険者が、１日の空白もなく被保険者資格を取得しており、引

き続き育児休業をする場合

・出生時育児休業の支給申請期間 ※令和７年４月１日以降に提出する場合から適用

（現行）

出生日または出産予定日のうち遅い日から起算して８週間を経過する日の翌日以降から申請可能。

↓

（変更後）

出生時育児休業の取得日数が２８日に達した日の翌日、または、２回目の出生時育児休業を終了した日の翌日

から申請可能。



令和７年４月からの変更点 高年齢雇用継続給付について
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高年齢雇用継続給付
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○令和７年４月１日以降支給率が変わります 赤字が変更箇所

各月に支払われた賃金の低下率 支給率

６４％以下 各月に支払われた賃金額の１０％

６４％超７５％未満 各月に支払われた賃金額の１０％から０％の
間で、賃金の低下率に応じ、賃金と給付額の
合計が７５％を超えない範囲で設定される率

７５％以上 不支給

○対象者
令和７年４月１日以降に６０歳に達した日（その日時点で被保険者であった期間が５年以上ない方はその期間が５年
を満たすこととなった日）を迎えた方。


